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税

パ
ー
ト
収
入
と
税
金

今
回
は
、
日
頃
ご
質
問
の
多
い

項
目
に
つ
い
て
ご
説
明
さ
せ
て
い

た
だ
き
ま
す
。

夫
婦
で
収
入
の
あ
る
場
合
の
税
金

例
え
ば
、
夫
が
会
社
勤
務
、
妻

は
パ
ー
ト
収
入
の
み
の
場
合
を
考

え
て
み
ま
す
。

パ
ー
ト
収
入
は
、
通
常
給
与
所

得
と
な
り
、
パ
ー
ト
の
年
収
か
ら

給
与
所
得
控
除
（
最
低
６５
万
円
）

を
差
し
引
い
て
求
め
ま
す
。

〈
夫
の
配
偶
者
控
除
・
配
偶
者
特

別
控
除
に
つ
い
て
〉

妻
の
パ
ー
ト
収
入
が
１
０
３
万

円
以
下
で
あ
れ
ば
、
配
偶
者
控
除

を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

ま
た
、
妻
の
パ
ー
ト
収
入
が

１
０
３
万
円
を
超
え
て
も
１
４
１

万
円
未
満
で
あ
れ
ば
、
配
偶
者
特

別
控
除
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま

す
。
な
お
、
配
偶
者
特
別
控
除
は
、

妻
の
パ
ー
ト
収
入
が
増
え
る
に
し

た
が
っ
て
段
階
的
に
減
少
し
ま
す
。

〈
妻
の
税
金
に
つ
い
て
〉

パ
ー
ト
収
入
が
１
０
３
万
円
以

下
で
あ
れ
ば
、
所
得
税
は
課
税
さ

れ
ま
せ
ん
が
、
町
県
民
税
は
課
税

さ
れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

町
県
民
税
に
は
、
所
得
割
と
均

等
割
が
あ
り
ま
す
。

ま
ず
、
所
得
割
の
非
課
税
限
度

額
は
「
総
所
得
金
額
等
の
合
計
が

３５
万
円
以
下
」
と
さ
れ
、
パ
ー
ト

収
入
が
１
０
０
万
円
を
超
え
る
場

合
、
課
税
さ
れ
ま
す
。

次
に
、
均
等
割
の
非
課
税
限
度

額
は
「
合
計
所
得
金
額
が
２８
万
円

以
下
」
と
さ
れ
、
パ
ー
ト
収
入
が

９３
万
円
を
超
え
る
場
合
、
課
税
さ

れ
ま
す
。

※

配
偶
者
特
別
控
除
は
合
計
所

得
が
１
�０
０
０
万
円
を
超
え
る

場
合
は
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま

せ
ん
。

問
い
合
わ
せ

町
県
民
税
に
つ
い
て

役
場
税
務
課
町
民
税
係

�
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１
１
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所
得
税
に
つ
い
て

松
山
税
務
署

�
９
４
１
―
９
１
２
１

税
務
相
談
室

�
９
４
６
―
４
５
８
９

町
税
な
ど
の
口
座
領
収
書
の

発
行
に
つ
い
て

町
税
及
び
介
護
保
険
料
の
口
座

振
替
は
、
納
期
ご
と
に
領
収
書
を

発
行
し
て
い
ま
し
た
が
、
預
金
通

帳
の
記
帳
に
よ
り
確
認
で
き
る
こ

と
か
ら
、
平
成
１９
年
度
か
ら
は
希

望
者
に
つ
い
て
発
行
す
る
こ
と
に

し
ま
し
た
。
９
月
現
在
で
口
座
登

録
し
て
い
る
方
を
対
象
に
調
査
文

書
を
送
付
し
ま
し
た
が
、
今
後
、

新
た
に
口
座
登
録
す
る
方
に
は
、

申
込
み
の
際
、
希
望
の
有
無
を
確

認
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

な
お
、
領
収
書
不
要
の
場
合
で

も
、
軽
自
動
車
税
（
継
続
検
査
用
）

及
び
国
民
健
康
保
険
税
の
納
税
証

明
書
は
年
１
回
送
付
し
ま
す
。
介

護
保
険
料
納
付
証
明
書
は
、
希
望

さ
れ
る
方
の
み
送
付
し
ま
す
の
で
、

介
護
保
険
課
ま
で
ご
連
絡
く
だ
さ

い
。

問
い
合
わ
せ

役
場
税
務
課
管
理
収
納
係

�
９
８
５
―
４
１
０
９

役
場
介
護
保
険
課
総
務
管
理
係
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家
屋
を
取
り
壊
し
た

場
合
の
届
出
に
つ
い
て

固
定
資
産
税
の
課
税
対
象
と
な

る
家
屋
を
取
り
壊
し
た
場
合
に
は
、

松
山
地
方
法
務
局
で
建
物
滅
失
登

記
を
行
う
か
、
役
場
に
届
出
し
て

い
た
だ
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

こ
れ
ら
の
届
出
を
忘
れ
る
と
、

取
り
壊
し
た
家
屋
に
つ
い
て
も
翌

年
度
の
固
定
資
産
税
の
課
税
対
象

と
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
の
で
、

届
出
を
忘
れ
の
な
い
よ
う
ご
注
意

く
だ
さ
い
。

問
い
合
わ
せ

役
場
税
務
課
資
産
税
係

�
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〈控除と課税の関係〉

全全国国一一斉斉女女性性のの人人権権ホホッットトラライインン開開設設
女性の人権問題に関するあらゆる相談に応じ
ます。
相談は無料で、秘密は守られます。予約は不
要です。
相談内容
夫やパートナーからの暴力（ＤＶ）、職場など
におけるセクシュアル・ハラスメント、性犯罪
などの女性に対する暴力、ストーカー行為、女
性差別、離婚問題などの家庭内問題 など
日時 １１月１３日（月）～１９日（日）

月曜日～金曜日 ８時３０分～１９時３０分
土曜日１０時～１７時 日曜日 ９時～２１時

電話番号（全国統一電話番号）
０５７０‐０７０‐８１０ ※携帯電話からの相談可

相談担当者
・人権擁護委員（弁護士資格有する者含む）
・法務局職員
主催
松山地方法務局 愛媛県人権擁護委員連合会

inform
ation

配偶者自身の課税
町県民税

均等割

非課税

課税

所得割

非課税

課税

所得税

非課税

課税

配 偶 者
特 別 控 除

受けられない

受けられる

受けられない

配偶者控除

受けられる

受けられない

配 偶 者 の
パート収入

９３万円以下

９３万円超
１００万円以下
１００万円超
１０３万円以下
１０３万円超
１４１万円未満

１４１万円以上

１１月の納税
国民健康保険税 第５期

口座振替日は
銀行・信金・郵便局��

�
１１月２７日（月）

農 協
※納税は便利な口座振替で

～ 税金で 築いていこう 明るい未来 ～
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